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平成 29年度第 2回
 郡市医師会地域医療担当理事協議会

と　き　平成 29年 11 月 30 日（木）15：00 ～

ところ　山口県医師会 6階会議室

[ 報告 : 常任理事　弘山　直滋 ]

議題
1. 療養病床転換意向等調査（平成 29年度第 2回）
の結果について　　　　　　　  （県医療政策課）
　この調査では、地域医療構想の推進及び第 7

次医療計画・第 7期介護保険事業（支援）計画

との整合性を確保する目的で、平成 37年度まで

の療養病床の転換意向を質問した。第 1回目の

調査は、県長寿社会課が 7月に実施したところ

であるが、その後に国から調査票の例示等がなさ

れたため、それに基づいて第 2回目を行うこと

となった。

　第 1回目との主な違いは、医療療養病床につ

いて「20：1」と「25：1」に分け、「今後の予定」

について 35、37 年度を追加した。現時点では、

介護医療院の基準・報酬などが判明していないが、

国の通知により、医療と介護との整合性を図る必

要があり、基準病床数の算定においても「介護施

設、在宅医療等で対応可能な数」を使って算出す

ることになるため、推計値とはなるが、こうした

形で調査させていただいた。

　調査対象は療養病床を有する医療機関で、回答

率 100％であった。

　（結果の概要は下表のとおり）

郡市医師会　国の算出式で出された必要病床数と

比べて差が出てきた場合には、各地域で協議して

いくこととなっているが、具体的にはどのように

していくのか。

県医療政策課　県では、後ほど説明する保健医療

計画を来年度改定し、さらに県長寿社会課におい

ても高齢者プランを改定する予定である。この高

齢者プランの中に、今後の市町の介護サービス量

を県全体で取りまとめて掲載する関係で、この調

査をしている。全体の流れとしては、地域医療構

想による推進が出発点である。この構想の推進に

よって、療養病床の転換を今後進めていく中で、

その受け皿となる介護施設並びに居宅サービス、

在宅医療等の新たなサービス必要量を算出するた

めに調査をさせていただいたことになる。

結果の概要（病床種別ごとの転換予定数 (H37 時点 )）
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県医師会　現在決まっているのは、介護療養病床

の廃止の経過措置が 6年間とされているだけで

ある。必要病床数との差については、今のところ

どのようにするか具体的には決められていない。

県医師会　介護療養病床と介護医療院との大まか

な違いはどのようなものになるか。

県医療政策課　大きな違いとしては、介護医療院

は医療を提供すると同時に介護として生活の場で

あり、医療療養病床は医療の場となることと思わ

れる。

2. 第 7 次山口県保健医療計画（素案）について
　　　　　　　　　　　　　　　（県医療政策課）
　来年度改定する保健医療計画策定の趣旨は、地
域の医療機能の分化・連携を進め、切れ目のない、

効率的で質の高い医療を提供できる体制の整備を

促進するなど、本県における総合的な保健医療提

供体制を構築することである。この計画は、医療

法第 30条の 4第 1項に基づく医療提供体制確保

のための計画として位置付けられる。

　計画期間は、平成 30 ～ 35 年度で、来年度に

改定して今後 3年ごとに改定する介護保険事業

（支援）計画との整合を図るために、従前の 5年

間から 6年間に変更されている。

　国の作成指針では、本県では 28年 7月に策定

した地域医療構想を本計画の一部として位置付

け、病床機能の分化・連携をすること、また、構

想の推進による療養病床の転換に伴う受け皿を整

備し、介護保険事業計画との整合性を確保するこ

と、さらには、「へき地保健医療計画」、「周産期

医療体制整備計画」を本計画に統合することが示

されている。

　本県の現状と課題は、他県に先がけて高齢化が

進む中、生活習慣病をはじめ認知症など疾病構造

の変化に対応した医療連携体制の構築が必要であ

る。また、医師等も高齢化が進行している状況に

あり、これらを踏まえて計画を作成している。従っ

て、次期計画の大きなポイントとしては、「地域

医療構想の推進」、現行計画に引き続き「5疾病・

5事業及び在宅医療の提供体制の充実」、さらに

は「若手医師など医療従事者確保対策の強化」の

3点を掲げている。

　基本目標は、現行計画を踏襲して、地域医療の

推進、地域における医療連携体制の構築を目的と

して、「生涯を通じて健康で安心して暮らせる地

域保健医療体制の確立」としている。保健医療圏

については、8つの広域生活圏を基礎とし、地域

医療構想の推進地域や高齢者保健福祉圏域等と合

致する現行の 8保健医療圏を引き続き設定した

いと考えている。

　計画における取組事項は、地域医療構想の推進

では、効率的で質の高い医療提供体制を構築する
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ため、算出されている必要病床数を指標として地

域に必要な医療機能を確保し、各圏域に設置して

いる地域医療構想調整会議における協議の促進、

さらには地域医療介護総合確保基金の活用による

支援をしていく。次に、構想の推進により、今後、

療養病床の転換に伴う介護サービス等の適切な受

け皿を整備する必要がある。そうしたことから、

構想における平成 37年度末の必要病床数を踏ま

えて、病床転換見込量と介護保険事業計画におけ

る平成 32年度末の介護サービスの整備量との整

合を図ることとしている。介護サービスの整備量

については、市町が「介護医療院を含む介護施設

若しくは居宅介護＋在宅医療」として見込むこと

としている。5疾病・5事業及び在宅医療につい

ては、医療機能とそれを満たす医療機関を明らか

にし、関係する医療機関が連携を図るための指針

として策定する。そして、患者や住民が医療を適

切に選択できるよう活用していただけるものとす

る。5疾病においては、国の指針により一部対象

疾患が拡大されて、心筋梗塞が慢性心不全、大動

脈解離を含む心血管疾患全般となった。また精神

疾患においても、従前の統合失調症、うつ病のほ

かに発達障害、自殺対策など 15の精神疾患等へ

拡大されている。

　地域の保健医療を担う人材の確保と資質の向上

としては、医師・看護師をはじめとした医療従事

者の養成・確保を推進していく。

　計画に基づく施策の着実な進行を図るために、

50 程度の数値目標を設定し、計画の推進体制と

して、全県単位では、県医療審議会の審議を通じ

て PDCA サイクルの推進により、1年ごとに進捗

状況を報告・評価することとしている。各保健医

療圏では、圏域に設置している「地域医療対策協

議会」及び「地域医療構想調整会議」において、

協議・検討を行っていく。

　今後の策定スケジュールは、平成 29 年 12 月

に県議会で素案を報告し、12 月中旬以降にパブ

リックコメントを実施する。その後、最終案を県

医療審議会で審議の上、答申を経て、30 年 3月

に公示する予定である。

郡市医師会　地域医療構想の推進により急性期病

床が減少するが、救急医療についての施策・取組

みが十分であるか質問する。

　宇部市でも今後、急性期病床が減少し、医師の

数は病床によって担保されているので一次・二次

の救急を担当する医師が明らかに減っていくこと

になる。そうした医師数の減少に対する施策が組

み込まれていないように思う。特に、山口県の場

合は、救急で対応している医師の高齢化が著しい。

　また、地域包括ケアシステムの中で在宅医療が

鍵になってくるが、高齢者の場合は医療アクセス

の範囲が狭くなり、いわゆる、へき地と捉えてい

い地域が広がってくると思われる。（具体的には、

宇部市では小野、厚南及び厚東などは無医地区に

なっているが、以前、県へ問合せたところ、宇部

市には無医地区はないとの回答であった。）今後

の地域包括ケアシステムの中では、今までの無医

地区の定義そのままでよいのかという思いがす

る。

　最後に、地域医療情報ネットワークについて、

その基盤を各圏域で構築することになっている

が、現状では圏域を越えて情報を共有することは

できない。その必要はないとされているが、他圏

域への流出入を患者の実数として出してみると、

その数は少なくないと思われる。

県医療政策課　地域医療構想については、現在、

調整会議において地域の方々の意見を聞きながら

推進しているところである。しかしながら、ご指

摘のとおり、それが直接救急医療に結びつき、さ

らに医師を確保していくという観点について、こ

の医療計画ではそこまで明記していない部分もあ

る。ご意見として、持ち帰らせていただく。

　無医地区については、へき地医療ということで、

これまで策定されていた「県へき地保健医療計画」

を取り込んで、各事業との連携を図る趣旨で統合

されたことになる。施策としては、医療従事者の

確保、無医地区等への巡回診療への支援、へき地

医療拠点病院による支援機能の強化、ICT 等によ

る支援体制の充実に努めるとしている。

　情報ネットワークについては、圏域ごとに情

報システムを構築することを目標に現在進めてい

る。平成 30 年度には、全圏域でシステムが構築
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される予定になっている。今後の流れとしては、

明確な通知はないが、国においても全国的にシス

テムを統一するような動きもある。県下 8圏域で

導入されるシステムについては、標準型のもので

あるため、今後、統一したシステムを整備するこ

とになっても、つなぐことができると聞いている。

県医師会　「H37 必要病床数（a）」（下表）は、
地域医療構想を策定する際に国の算定式により

算出したもので、各疾病の有病率が現在とほぼ

変わらない前提で平成 37年の推計人口に有病率

を掛けて出した患者数による病床数になる。一

方、「H28 現状（b）」は、各医療機関が 28 年 7

月現在の病床機能報告制度による報告数である。

（ｂ）は病棟単位で報告されているため、（a）と（b）

とを単純に比較することには、あまり意味がない。

表では、回復期が不足しているようになっている

が、最近の厚労省通知にもあったとおり、必ずし

もそうとは言えない。（a）は、将来、人口が減少

していく中で、患者数もこの程度減ってくるだろ

うとする推計値に他ならないことをご理解いただ

きたい。

3.「５疾病及び在宅医療」の医療機関リスト作
成について（県医師会）
　県医療政策課から説明があった保健医療計画の

一部として作成する「5疾病及び在宅医療」の医

療機関リストの作成について、説明とご協力のお

願いをする。

　今回の医療機関リストを作成するに当たって

は、項目の追加や大幅な変更があった「精神疾患」

と、その「精神疾患」を除いた「がん、脳卒中、

糖尿病、心筋梗塞等の心血管疾患、在宅医療」に

おいて、それぞれ調査方法を分けて調査していた

だく。

　「精神疾患」を除いた「がん、脳卒中、糖尿病、

心筋梗塞等の心血管疾患、在宅医療」は、現在の

医療機関リストと第7次計画の医療機能表によっ

て、各医療機関の内容をご確認いただき、郡市医

師会でリストの追加・修正をしていただく。「精

神疾患」については、項目が増えて、医療機能表

も大きく変更されているため、各医療機関に対し

て、新たに調査をしていただき、それぞれの項目

の医療機関リストを作成していただく。

　スケジュールとしては、平成 29 年 12 月末ぐ

らいに、県医師会から郡市医師会へ、医療機関リ

ストの作成依頼の文書・資料を送付する予定であ

る。県医師会への提出期限を 30年 2月末とする

ので、間に合うよう、各医療機関への調査をお願

いする。提出された医療機関リストは、県医師会

で取りまとめて、年度末にかけて県へ提出する。

郡市医師会　認知症の「地域医療提供機能」の項

目で迷うと思われる部分がある。認知症は、ほと

んどが各自の診療所だけで診ているので、該当す

るかどうか悩むのではないか。

県医師会　手挙げしたから、必ず診ないといけな

いものではなく、また手挙げしないと、診ること

ができないこともない。

郡市医師会　このリストは、専門医の先生方の負

担を軽減するために、うつ病や認知症を診れる医

師を明らかにするという意図で作成するのか。認

知症の項目でも、ハードルが高い内容が書かれて

おり、これでは、地域の専門医しか手が挙げられ

ないようにも思える。

必要病床数の推計結果（「山口県地域医療構想」より） （単位：床）
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県医師会　いわゆる「かかりつけ医認知症対応力

向上研修」などを受講されている方であれば該当

すると思う。他の疾患でもそうだが、あくまでも

手挙げ方式である。

郡市医師会　仰ることはわかるが、文言として書

かれていないので手を挙げることが難しい。

県医師会　発達障害を診ていても、児童精神科医

等とチーム支援体制をつくることは実際には難し

い。少し厳しいことが書いてあるかもしれないが、

あくまでも手挙げ方式であることを説明していた

だきたい。

4. その他
県医師会　介護医療院については、11月 22 日、
国の社会保障審議会 ･介護給付費分科会であくま

でも “案” であるが、報酬・基準に関する資料が

示されたので参考までに情報提供する。

郡市医師会　医療情報システムに関して、先ほど、

国で統一するというお話があったが、もしそうで

あれば、現在、各圏域で一生懸命検討しているこ

とに意味がなくなるが、どうか。

県医療政策課　現時点で、国の方針は何も決まっ

ておらず、また、いつのことになるかも分からな

い。

郡市医師会　在宅医療提供体制構築事業は 29年

度で終わり、枠組みを組み直されているところと

思うが、それはこの医療計画の中に入ってくるの

か。

県医療政策課　どちらかと言うと、医療計画は、

個別の事業内容を盛り込むというよりは、施策の

方向性を示している。そして、医療計画の施策の

柱に該当することを、これから事業として考えて

いくというスタンスになる。よって、在宅医療で

言えば「在宅医療提供体制の確保」が該当するこ

とになるが、あくまで方向という意味合いが強く、

事業としてここに書き入れるものではない。

　ただし、現在、予算折衝中でもあるが、30 年

度から現在の事業内容を一部変更して、進めてい

きたいと考えている。

郡市医師会　その中で、市町の姿が入っていない

のではないか。在宅医療を進めていくためには、

市町を取り込んだ施策を構築していかないと難し

い。複雑な症状の患者さんも多く、介護保険だけ

でなく、福祉として行政も間に入ってもらわなけ

ればいけないことが多い。

　

県医療政策課　常日頃、財政当局とも折衝になる

が、やはり県として取り組む部分については圏域

単位ということが一義的にあり、県と市町の役割

分担をしっかりするということになる。在宅医療

については、これまでも「在宅医療提供体制構築

事業」ということで、各医療圏で中心となる病院

や医師会へ委託して進めている。ただし、医療介

護連携になると、もっと市町が入ってくる度合い

が増えると考えている。

閉会・会長挨拶
河村会長　活発な議論ありがとうございました。
改定される医療計画や介護保険事業計画は来年度

から始まるが、診療報酬・介護報酬の同時改定も

あって、その 6年後が次の同時改定になり、大

きな転換点になっていると思う。その時の人口構

成は、後期高齢者がマックスで、その年齢層はな

かなか減らない状態になっていると思う。

　今、静かに起きていることは、有床診療所が軒

並み減っていること、そして 30 ～ 50 床の小規

模病院が徐々に消滅しつつあることである。これ

ら有床診療所や小規模病院は、地域包括ケアシス

テムの中で一番小回りの利く施設であり、重要な

役割を担うと思う。それら施設がないということ

は、200 床前後の中規模病院がそれを必ず担わ

なくてはいけなくなり、そこをどうやって切り抜

けていくかが課題である。救急に対応しながら、

地域包括ケア（在宅）にも対応していくのは非常

に難しいと思う。われわれが知恵を絞って、活用

されていない医療資源をなんとか活用していくこ

とができればと思う。


